
事業名 事 業 内 容
実 施

日 時

実 施

場 所

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費の金額

福生市、市

民
1,650千円

福生市環境基本計画

改定支援

前年度に改定 した環

境基本計画の新たな

進捗管理システムの

提案、市民向け周知を

実施。

6月 ～

8月

事務所、

福生市
1人

気候変動市民参加モ

ニタリングプラッ ト

フォーム構築事業

気候変動影響情報を

WebGISに 登録 しオ

ンライン熟議を行 う

プラッ トフォームの

構築に向け、神奈川県

内の環境 NGOによる

ワークショップを開

催し、開発チームヘの

フィー ドバ ックを実

施。

11月 ～

2月
神奈川県民

事務所、

横浜市
1人 500千円

書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2024年 度 事 業 報 告 書

団翌:整里L置」塑整』:』L自激踵通』L重重鰹盤皇i

1 事業の成果
環境政策研究所は環境政策の方向性やアイデア、政策評価のノウハウを蓄積し、環境自治体会議の会

員自治体とともに環境自治体づくりの先導的役割を果たすことを目的として、各種の調査研究活動や専

門的情報の提供、専門家の派遣等を行つている。5月 末現在のスタッフは所長、理事長と、非常勤スタッ

フ若干名で構成されている。

2024年度、当研究所では委託事業 (7)。 補助事業 (1)。 自主事業等 (2)の計 12事業に取り組んだ。

委託事業の内訳は自治体からの受注が6であつた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【9,346】 千円)

①自治体環境政策に関する調査及び研究 (持続可能な地域づくり政策支援事業)



事業名 事 業 内 容
実 施

日 時

実 施

場 所

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費の金額

インカレSDG8プ

ロジェクト

異世代・多地域、学校連携

型で個別最適・協働的な学

びを同時に実現するため、

中高生の課題研究支援、合

同実習・合同授業の提供、

キャリア支援を行うもの。

文部科学省「ユネスコ活動

補助金」および福武財団補

助を活用。

6月 ～

5月
事務所他 16名 全 国 4,321千円

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費の金額事業名 事 業 内 容
実 施

日 時

実 施

場 所

従事者

の人数

東海村環境基本計画

推進支援業務

環境基本計画に基づく

進行管理、改定エコオ

フィスプランの周知支

援をしたもの。

6月 ～

3月

事務所

他
1名
東海村、村

民
466千円

遊佐町環境マネジメ
ン トシステム運営支

援事業

LAS・Eに基づく EMS
の運用支援をしたもの

(目標設定、研修、監

査の支援等)。

6月 ～
3月

事務所

他
1名

遊佐町、町

民
764千円

福生市環境マネジメ
ン トシステム運営支

援事業

自治体独自 EMSの運
用支援をしたもの (目

標設定、研修、監査の

支援等)。

6月 ～

3月
事務所
他

1名
福生市、市

民
632千円

伊丹市環境マネジメ
ン トシステム運営支

援事業

自治体独自 EMSの運
用支援をしたもの (研

修、監査の支援等)。

7月 ～

3月
事務所

他
1名

伊丹市、市

民
467千円

SDGsア クター認定
資格制度運用

SDGoに関する知識と
活動経験を有する若者
を認定する制度の認定

手続き等を実施したも
の。2023年度は 121名
を認定。

7月 ～

3月
事務所
ム

“
■L

3名 全国 自主事業

②自治体環境政策に関する情報収集及び提供

③自治体環境政策に関する相餃、助言(環境・SDGsマネジメントシステム支援事業)



事業名 事 業 内 容
施

時

実

日

施

所

実

場

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費の金額

SDGs自 治体白書制作

事業 (制作準備 )

SDGo自 治体自書の企

画、編集、出版

1月 ～

6月
事務所他 2名 全国 72千円

事業名 事 業 内 容
施

時

実

日

施

所

実

場

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費の金額

持続可能な地域創造

ネ ッ トワーク事務局

運営

持続可能な地域創造ネ

ットワークの事務局業

務

通年 事務所他 3名 全国 474千円

④自治体環境政策に関する研究成果の公表や刊行物の発行(SDGs自治体白書制作事業)

⑤その他この法人の目的を達成するために必要な事業(持続可能な地域創造ネットワーク事務局運営等)

(2)その他の事業 な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2024年度 活動計算書 (その他事業がな_墜場合 )
事 業 報 告 用

特定非曽利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

26.

■ビ会長受取会費
贅助会員受取会費

46 000
16.000受取寄附金

施設年受人評価益

264.011

4.264,911

自治体環境政策に関する調査及び研究
自治体環境政策に関する情報収集及び提供
自治体環境政策に関する相談、助言

500.000

1.680.000
2.331.054
72,681

4

υ, ′) σ) 必 .

自治体環境政策に関する研究成果の公表や刊行物の発行
171 000

2,7]7受取利.自 .
そ

9.397.363

4.307.491

251

B

1

4 7

2

1

2

(1 人

の

の

716.400

0

143.605

給料手当
雑給
法t福利費

10.600

8.194

675
946

802

717
0

000

267
800
200
O

給料手当
雑給
法定補利費

外注費
荷造運賃
会議費
旅費交通費
通信費
事務用品費
新聞図書費
計会費
支払手数料
地代家賃
n税公課
謝礼

外注費
荷造運賃
会議費
旅費交通費
通信費
事務
'H品

費
新聞図書費
諸会費
支払手数料
地代家賃
租税公課
謝礼

306.

1,

105,

295,

54,

243.

17,

3.

59,

403.

817.

224

500
030

649
784

981

233
000

290
200

0

600

rB当 期 経 常 増 減 額 :Al -674 094
C

26 160

|=i

0

災告損失
過年度損益修正損

C D

民



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2024年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

:円

7.167.686

ワ

一

形

形

の の

(1)

2

3

現金預金
未収金

棚卸資産

7,135,686
32,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 7.167.686

0.424

3,000,000長期借入金

2

+

1

770 424

3 770 424

8-

未払費用
未払法人税等
預り金

前受金

449,378
70,000
249,046
2,000

B-2
1川

正

上

正 -717 934
4,115,196

7.167.686【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



書式 28

2024年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
会計基準協議会)にによっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準

“
)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
円 )

16

1

科 目 政策支援 EMS支援 白書制作 事業部門計 管理部門 合計

4,264,911
2,180,000 2,331,054 72,681 474,000

0

0

4,264,911
5,057,735

0 2,717

26,000
46,000

26,000
46,000
4,264,911
5,057,735
2,717

6,444,911 2,331,054 72,681 474,000 9,322,646 74,717 9,397,363

2,089,454
722,740
418,839

752,678
0

150,877

23,468

0

4,704

0

3,243,600
722,740
574,420

716,400
0

143,605

722,740
718,025
0

3,231,033 903,555 28,172 378,000 4,540,760 860,005 5,400,765

1,306,224
777,600
0

105,030

1,242,713
31,945
243,981

17,233
3,000
59,290
223,995
0

0

40,000
0

0

52,936
11,349
0

0

0

0

80,689
0

０

０

７

０

０

０

０

0

0

０^６

）

0

1,306,224
817,600
1,500

105,030
1,295,649
54,784
243,981
17,233

3,000
59,290
403,200
0

10,600

0

8,194
12,675

143,946
10,802
72,717

20,000
5,267
76,800
2,200

1,316,824
817,600
9,694
117,705

1,439,595
65,586
316,698

23,000
64,557

2,200
4,011,011 184,974 2,870 108,637 4,307,491 363,201 4,670,692
7.242,044 1,088,529 31,042 486,637 8,848,251 1,223,206 10.071.457
-797,133 1,242,525 41,639 -12,637 474,395

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(l)人件費
給料手当
雑給
法定福利費
人件費計
(2)その他経費
外注費
講師等謝礼
荷造運賃
会議費
旅費交通費
通信費
事務用品費
新聞図書費
諸会費
支払手数料
地代家賃
租税公課
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 曰 匹ヨ 【 D -674 094

…
3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

(単位 :円 )
EIコ 匡
=三
二

『

奄覆
~
EIIII互 翌巫三二

===



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単 円 )

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の核分方法

事業部門と管理部門に共通する費用について、管理部門割合を20%と し、残りを売上高で按分している。

その他の事業に係る資産の状況

円

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

合計

科 目 期首残高 当期借入

3,000,000 3,000,000合計

科 目
計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

1 当期返済∃三期末残高

~~~~¬~~~~~「~~~~



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2024年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

円

ク
一

の

7.1 7.686

7 167 686

32,000

(3)

(2)

1

形 固

その

現金

:ど1麗
:鋒
行普
編
預金
金

~二
|=ホ
… 。二 変 .́    

と 件 谷
未収金
14年度年会費・奇|ュ

121,503
3,155,985
3,858,198

7,167.686【A】 資 ①+②産 合 計

519,378

249,046

2,000
2,000

3,000,000
3,000,000

の

2

1

770 42

B-1

145,410
50,000
40,000
213,968
70,000

48,084
962
200000

長期借入金

未払費用
給与手当
謝礼
地代家賃
SDGs自 治体自書制作費
未払法人税

預 り金

源泉徴収税
ボランティア保険料 (イ ンカレPJ参加者 )

次世代SDCsラ ボ支援寄付金

前受金
2025年度年会費

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 3,770,424

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【8-1】 3.397,262



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2024年 度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所菫
びにこれらの者についての前■■年度における颯酬の有無をla載 した名申)

1極逃11型二]塵込量菫豊日」塗量里」菫製題整匝___

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役  名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 巨ヨ・監事
オザワハルナ 2024年6月 1日

2025年5月 31日

年  月  日

年  月  日小澤はる奈

2 巨ヨ・監事
ナカグチタカヒロ 2024年 6月 1日

2025年 5月 31日

年 月

月

日

日年中口毅博

3 匡ヨ・監事
タナカミツル 2024年6月 1日

2025`年 5月 31日

年  月  日

年 月 曰田中充

4 理事・匡ヨ
ニシダユタカ 2024年6月 1日

2025年5月 31日

年  月  日

年 月 日西田穣

5 理事・監事
年 月 日

年 月 日

年 月

月

日

日年

6 理事・監事
年  月  日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

7 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年  月 日

日年 月

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年  月 日

日年 月

年  月  日

今:   月   日



設立・事業報告用

書式第4号 (法第 10条・第28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
2025年 5月 31日 現在

特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

氏    名

1 中国 毅博

2 小澤 はる奈

3 水口 円」

4 角田 季美枝

5 平田 仁子

6 大場 龍夫

7 西田 穣

8 浅賀 明子  

9 田中 充

10 山本 忠

11 福井 榮子

12 福田 丈雄

13 桜井 清治

14 増原 直樹




